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過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の施行に伴う 

日本郵便株式会社法第６条第１項の規定に基づく省令案について 

 

 

標記について、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の施行に伴

う日本郵便株式会社法（平成 17年法律第 100号）第６条第１項の規定に基づ

く省令の改正に当たり、郵政民営化法（平成 17年法律第 97号）第 91条の規

定に基づき、別紙案について、貴委員会の意見を求めます。 
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○
日
本
郵
便
株
式
会
社
法
施
行
規
則
（
平
成
十
九
年
総
務
省
令
第
三
十
七
号
）
新
旧
対
照
表 

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
） 
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正 
 

 
 

 

後 

改 
 
 

 
 

正 
 
 
 

 

前 

（

郵

便

局

の

設

置

基

準

等

） 

第

四

条 

法

第

六

条

第

一

項

の

規

定

に

基

づ

く

郵

便

局

の

設

置

に

つ

い

て

は

、

会

社

は

、

い

ず

れ

の

市

町

村

（

特

別

区

を

含

む

。

）

に

お

い

て

も

、

一

以

上

の

郵

便

局

を

設

置

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

も

の

と

す

る

。

た

だ

し

、

郵

便

窓

口

業

務

及

び

保

険

窓

口

業

務

を

行

う

会

社

の

営

業

所

（

関

連

銀

行

の

営

業

所

が

併

設

さ

れ

て

い

る

場

合

に

限

る

。

）

が

当

該

市

町

村

（

特

別

区

を

含

む

。

）

に

お

い

て

一

以

上

設

置

さ

れ

て

い

る

場

合

又

は

郵

便

窓

口

業

務

及

び

銀

行

窓

口

業

務

を

行

う

会

社

の

営

業

所

（

関

連

保

険

会

社

の

営

業

所

が

併

設

さ

れ

て

い

る

場

合

に

限

る

。

）

が

当

該

市

町

村

（

特

別

区

を

含

む

。

）

に

お

い

て

一

以

上

設

置

さ

れ

て

い

る

場

合

そ

の

他

の

合

理

的

な

理

由

が

あ

る

と

総

務

大

臣

が

認

め

る

場

合

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。 

２ 

前

項

の

基

準

に

よ

る

ほ

か

、

会

社

は

、

次

に

掲

げ

る

基

準

に

よ

り

、

郵

便

局

を

設

置

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。 

［

一

・

二 

略

］ 

三 

過

疎

地

に

お

い

て

は

、

郵

政

民

営

化

法

等

の

一

部

を

改

正

す

る

等

の

法

律

（

平

成

二

十

四

年

法

律

第

三

十

号

）

の

施

行

の

際

現

に

存

す

る

郵

便

局

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

の

水

準

を

維

持

す

る

こ

と

を

旨

と

す

る

こ

と

。 

［

３

・

４ 

略

］ 

５ 

第

二

項

第

三

号

の

「

過

疎

地

」

と

は

、

次

に

掲

げ

る

地

域

を

い

う

も

の

と

す

る

。 

［

一

～

五 

略

］ 

六 

過

疎

地

域

の

持

続

的

発

展

の

支

援

に

関

す

る

特

別

措

置

法

（

令

和

三

年

法

律

第

○

○

号

）

第

二

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

り

公

示

さ

れ

た

地

域 

［

七 

略

］ 

（

郵

便

局

の

設

置

基

準

等

） 

第

四

条 

［

同

上

］ 

        

［

２ 

同

上

］ 

 ［

一

・

二 

同

上

］ 

三 

［

同

上

］ 

  ［

３

・

４ 

同

上

］ 

５ 

第

二

項

第

三

号

の

「

過

疎

地

」

と

は

、

次

に

掲

げ

る

地

域

を

い

う

も

の

と

す

る

。 

［

一

～

五 

同

上

］ 

六 

過

疎

地

域

自

立

促

進

特

別

措

置

法

（

平

成

十

二

年

法

律

第

十

五

号

）

第

二

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

り

公

示

さ

れ

た

地

域 

［

七 

同

上

］ 
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